
来校 訪問

茨城盲 2014年 ○ × ○１名 ×

千葉盲 2010年 ○ ○ ○２名 △ 旅費の増額
筑波視覚 2003年 ○ ○ × ×

八王子盲 2007年 × ○ × ×

葛飾盲 2007年 ○ × × ×

久我山青光 2007年 ○ ○ × ×

横浜市盲 2011年 ○ × ○２名 ×
横浜市立神奈川小学校の分
教室内に設置

長野盲 2014年 ○ ○ × × 長野県中南信地域担当
松本盲 2020年 ○ × × × 長野県東信地域担当
石川盲 2003年頃 ○ ○ × ×

名古屋盲 2016年 ○ ○ ○１名 × 愛知県尾張地区担当
岡崎盲 2016年 ○ ○ ○１名 × 愛知県三河地区担当

神戸市盲 1998年 ○ × × ×
ひとみ教室内に弱視通級指
導教室と教育相談

徳島視覚 2013年 ○ ○ × × 名称はくるみ教室
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視覚支援学校における通級指導教室運営についての一考察
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視覚支援学校 通級指導教室

【背景と目的】

2019（令和元）年度の｢通級による児童状況調査結果」(文
部科学省：5 月 1 日時点)によると、弱視通級指導教室にお

いて指導を受けている児童生徒は、小学校 191 名、中学校

24 名、高等学校 0 名(いずれも公立学校のみ)合計 215 名で

ある。これらの弱視通級指導教室の中には、視覚支援学校

内に設置・運営されている教室があることは知られてはい

るものの、その報告は少ない。CiNii による検索では「弱

視通級」のキーワードで 28件の論文が提示されたものの、

視覚支援学校における通級指導教室に触れた内容のものは、

尾崎･佐々木(2017)、丹羽(2017)、山本(2009)、松橋･日向

(2000)など 4 論文のみと少なく、現在の視覚支援学校にお

ける通級指導教室の運営状況や指導の形態、また人的・予

算的措置等については不明な点が多い。 
そこで、本研究では、まず、全国の視覚支援学校 67 校

のホームページの記述や全日本盲学校教育研究会が作成し

ている『盲教育(後に『視覚障害教育』に改題）』の資料か

ら、視覚支援学校における弱視通級指導教室の運営状況や

動向等について調査し検討した。 
【調査 】ホームページを通した運営状況調査 
《調査対象・方法・期間》視覚支援学校 67 校を対象に、

各校のホームページにおける「通級指導教室」の記述を調

査した。調査期間は 2020 年 12 月～2021 年 1 月である。

なお、ホームページ調査の後、不明な点について数校の学

校に電話およびメールにて追加調査も実施した。 
《結果》結果を表 1 に示す。「弱視通級指導教室」の運営

があると認められたのは、茨城県、千葉県、東京都、横浜

市、長野県、石川県、愛知県、神戸市、徳島県の 1 都 6 県

2 市の視覚支援学校 14 校（20.8%）であった。太線で囲ん

でいるのは、同じ都県の学校である。 
運営開始の時期については、早い学校では 1998 年から

と、かなり以前から運営に取り組んできた学校があること

が把握できた一方で、通級による指導が制度化された 2003 
表１．「通級指導教室」の運営に関する調査結果 

年以降に多くの学校が運営を開始しており、2010 年以降を

見ても新たに 8 校が運営を開始するなど、近年、増加傾向

にあることが把握できた。指導の形態については、来校の

みが 4 校(29%)、来校と訪問(教育相談的な巡回は含まない

自校及びサテライト教室への通級)が 8 校(57%)、訪問のみ

1 校(7%)、特徴的な運営が 1 校(7% )であった。人的加配に

ついては、4 県の 5 校(36％）で加配があることが確認でき

た一方で、予算措置については旅費の増額がある学校が 1
校(7%)のみ(表中△の表示)であり、基本的には通級指導教

室のための独自の予算措置がされている学校はなかった。

ただ、多くの学校では、センター的な機能のための加配や

予算を通級指導担当者にも活用していることも把握できた。 
【調査 】文献を通したこれまでの動向調査 
《調査対象》『盲教育』の第 71 号(1991 年)～『視覚障害教

育』第 127 号(2019 年)を対象に弱視通級指導教室に関わる

取り組みに言及されていると思われる記述を調査した。 
《結果》7 校(山梨盲・富山盲・筑波附属盲・石川盲・松本

盲・神戸市盲・徳島盲:いずれも当時の名称)の学校から 11
件の記述が確認できた。年代的には 1999 年(1 校:山梨盲)
から記述が見られ、次いで 2003 年(1 校:神戸市盲)、2004
年(2 校:富山盲・筑波附属盲)、2005 年(2 校:石川盲・松本

盲)、2008 年(1 校:筑波附属盲)、2009 年(1 校:富山盲)、そ

して、最も直近は 2010 年(2 校:神戸市盲 2 件・徳島盲)で
あった。内容面では山梨盲の『盲教育』第 88 号(1999 年）

において｢ろう学校のことばの教室」(当時)との比較から制

度的な整備と人的・予算的措置の必要性など、現在につな

がる課題が既に示されていたことや、現在、通級指導教室

を運営している学校の発表が多かったことは印象深い。た

だ、早い時期から通級指導教室の運営は話題に上がってい

たものの、2010 年以降は、冒頭に示した日本弱視教育研究

会発行の『弱視教育』での尾崎･佐々木(2017)、丹羽(2017)
の２報告と少なく、今後の報告増加が期待される。 
【考察および今後の課題】

今回の調査を通して、現時点での視覚支援学校における

通級指導教室の運営状況については、増加傾向にあること、

また、指導形態や人的加配・予算措置の状況も概ね把握で

きた。また、Web 調査からは 67 校の視覚支援学校の全て

で相談活動を通して同様の指導や様々な工夫がなされてい

ることも確認できた。在籍児童生徒数の減少傾向が続く中

で、学校機能を維持し視覚障害教育の専門性を継承してい

く上でも重要となる教員数の確保の面からも、今後、通級

指導教室という確立されている制度が、人的加配や予算措

置の裏付けのもとで拡充されていく必要を感じる。今後の

課題としては、異なる地理的条件下での全国 102 校※の地

域校の通級指導教室と視覚支援学校の連携状況の把握や、

通級指導教室の運営を模索中の視覚支援学校の状況など、

より詳細な調査の早期実施と検討の継続があげられる。 
【文献】※独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 
(2018) 「全国小・中学校弱視特別支援学級及び弱視通級指

導教室設置校及び実態調査（平成 29 年度）」 
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